
議論の流れについて

新たな「住生活基本計画（全国計画）」の内容の共有

「本県の住生活を取り巻く状況」及び「中間評価における議論」のおさらい

徳島県住生活基本計画見直しの方向性（案）について議論
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資料２計画見直しの方向性（案）について

計画の見直し方向性を踏まえ、施策の強化ポイントについて議論



国技術的助言における地方公共団体への期待（個別事項の要約）

インフラ・居住環境の整った既存の住宅・住宅地の市場を通じた本格的な有効活用について

○ 若年世帯や子育て世帯等が過度な負担なく希望する住生活を実現できる環境整備について
・ 地方公共団体において、空き家の有効活用による若者・子育て世帯への住まい提供や、既存ストックを

活用した良質な住まいの供給・取得支援の取組を期待。

○ 居住誘導の推進、規律とインセンティブの確立について
・ 都道府県において、広域的なコンパクト・プラス・ネットワークの推進、これらと併せた住宅政策における

市場を通じた居住誘導の取組を期待。
・ 市区町村においても、立地適正化計画策定時に住宅政策との整合を図ることが望ましい。
・ 既成住宅地での空き家放置は社会的な機会損失を生むため、住宅地の持続可能性への配慮が求めら

れる 。相続空き家等の早期活用に向け、地方公共団体での具体的な取組検討・実施を期待。

分野横断的な連携による「気づき」と「つなぎ」のある居住支援の充実について

○ 居住支援体制の整備等について
・ 都道府県において、住宅確保要配慮者向けの住宅供給促進や情報提供、居住支援法人との連携推進、

および市区町村への居住支援協議会設置の働きかけや支援を要請
・ 市区町村において、住宅部局と福祉部局が連携し、関係者と協働した居住支援協議会を設置し、運営の

中心的役割を担うことを期待

○ 良好なコミュニティの形成について
・ 地方公共団体において、公的賃貸住宅団地等での交流機会創出を通じ、多様な人々が支え合える

居住環境の整備を期待

計画見直しの方向性（案）について
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国技術的助言における地方公共団体への期待（個別事項の要約）

既存住宅を最大限に活用する持続的な住宅市場を支えるあらゆる主体の連携・協働の推進について

○ 住生活リテラシーについて
・ 都道府県において、関係事業者等と連携しつつ、地域課題解決につながる民間活動への支援や、

住まいの選択・管理に資する情報提供等の取組を要請。

○ 地域の住宅政策推進体制の整備について
・ 今後、国と地方公共団体で緊密に意思疎通を図るため、都道府県からの能動的な意見交換等の

協力を要請。
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計画見直しの方向性（案）について



中間評価における今後の課題・方向性についての御意見（主なもの）

【人材育成】
○ 空き家の構造的な改修やリフォームに対応できる技術を持った大工の育成が必要では。

【空き家対策】
○ 売買が進んでいかないと、うまく改修につながらないところもあるのでは。
〇 新築が高騰している中、子育て世帯向けにリフォームを推進していく選択肢もあるのでは。
○ まちづくり拠点に限らず色々な使われ方をしていくことで、地域のにぎわいが戻っていくことが重要。
○ 世帯の問題を、地域でどう考えていくかということに取り組んでいく必要があるのでは。

【居住支援（防災）】
○ 情報を取りに行っていない人たちに、どうプッシュで届けていくか。
○ より縦割りではない、横軸で抜いて取り組んでいけるような仕組みが必要では。
○ 高齢者だけでなく、子育て世帯にも孤立の問題がある。
○ 局面ごとのセーフティネット住宅の活用のされ方、活用のされやすさもみていくべきでは。

【情報発信】
○ 金融機関や建築業者に限らず、暮らしや住まいに関わる様々な主体との連携が有効では。
○ 徳島の住みやすさなどを、他分野とも連携し、早期（若年層）から情報発信していくことが大事では。
〇 「住宅」とは、暮らしにあった建築を作っていくものだと認識してもらう必要があるのでは。
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計画見直しの方向性（案）について



徳島県住生活基本計画の見直しの方向性（案）について

○ 引き続き、「県として重点的に取り組む施策」にフォーカスした計画とする。

「新型コロナ」を契機に加速させた
施策については再編

リフォーム、住替え等は、既存ストックの活用に溶け込み

新技術活用、人材育成等は、施策推進の基盤として位置付け
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計画見直しの方向性（案）について



徳島県住生活基本計画の見直しの方向性（案）について

○ 県計画の指針となる「新たな全国計画」においては、
2050年までに想定される社会経済情勢の変化等
（単身世帯の増加、相続住宅の増加、生産年齢人口の減少 等）を見据えた方針が示されており、

本県においても、厳しい人口減少が予測されていることから、(国立社会保障・人口問題研究所) 

重点的に取り組む施策の強化にあたっては、特に、
「2050年・人口３割減予測」を見据えた県民の住生活の持続可能性を確保する視点を採り入れる。
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計画見直しの方向性（案）について



人口減少社会に対する適応と緩和に向けた施策の強化ポイント（例）
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強化ポイント課 題領 域

・現場レベルでの官民連携による居住支援の促進
・交流機能の充実

・家族機能の弱まり
・社会的関係の希薄化、孤立

ひと

・多様な主体による空き家の利活用
・市場における既存住宅売買・リフォームの促進
・まちづくり方針との連携

・空き家の大量発生
・地域活力の低下

もの
（まち）

強化ポイント課 題領 域

・専門人材をはじめとする担い手の確保
・ネットワークの強化
・民間の創意工夫
・事業手法の合理化・最適化

・技術者などリソースの不足

実行力

・住生活リテラシーの向上
・相談体制の充実
・多様なチャンネルを活用したアウトリーチ

・知識や情報の不足、偏り
・情報を取りに行かない層受信力

（人口減少下でも施策の推進体制を確保する）

計画見直しの方向性（案）について


